
○総括表
単位：千円

 ※表中（　　　）書きは、既提出の補正額を含んだ数字を示す。

 ※数字等多少変更することもある。

○一般会計の主な内容

（　歳　出　の　明　細　）
単位：千円

・定額減税補足給付金給付費（市民税課）

定額減税補足給付金給付事業費

定額減税補足給付金

[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]

住民税非課税世帯等支援給付金給付事業費

[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]

[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]

こども加算　対象　850人　　　　　　　

[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]

計
(296,106,525)

1,242,500
(297,349,025)

295,100,000 296,342,500

企　業　会　計
(70,903,000)

0
(70,903,000)

70,903,000 70,903,000

(79,099,000)
0

(79,099,000)

79,087,000 79,087,000

歳 出 合 計 1,242,500

３ 民 生 費 382,500

382,500・住民税非課税世帯等支援給付金給付費（福祉政策課）

382,500

230,000

110,000

住民税非課税世帯支援給付金　対象　2,300世帯

住民税均等割のみ課税世帯支援給付金　対象　1,100世帯

42,500

款 補　正　額 主　　　な　　　内　　　容

２ 総 務 費 860,000

860,000

860,000

令和６年６月市議会定例会追加提案資料
（令和６年度補正予算関係）

区　　分 現計予算額 ６月補正額 計

一　般　会　計
(146,104,525)

1,242,500
(147,347,025)

145,110,000 146,352,500

特　別　会　計

-　1　-



（　歳　入　の　明　細　）
単位：千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

・定額減税補足給付金給付費

定額減税補足給付金給付事業費

住民税非課税世帯等支援給付金給付事業費

特 定 財 源 計 1,242,500

歳 入 合 計 1,242,500

・住民税非課税世帯等支援給付金給付費 382,500

860,000

款 補　正　額 主　　な　　内　　容

特
　
定
　
財
　
源

１ ６ 国庫支出金 1,242,500
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